
アジアの活力を取り込むための経済戦略(国際戦略)<骨 子>

(目標)
中国を中心とする東アジア諸国へ向け、経済的な取組を進めてその勢いを本県経済へ取り込むと

ともに、温泉などの観光資源や優れた農畜産物などの魅力を総合的に発信することにより、海外に

おける「GUNMA BRAND」 の確立を目指す。

(戦略の3本柱及び柱ごとの個別目標)
1観 光誘客の促進

日本一の祝兆資源である温/Rや、古考ド圏からの北さなど、本県の優位性を十分にアピールして、祝兆
坊客の促とに孫拘組み、 「ONSEN=GUNMA」 のイメージ定考を目指す。

2農 畜産物等の販路拡大
統兆と十分にタイアップして、 「日本ブランド」の源泉である、し諮ン 安ども。おいしい ・きれ 卦ヽ三いう

優れた魅力を持つ本県浅畜左物 ・合品 ・地坊左品の積極的な海外への販路拡大 ・輸出品目の拡大を図る。

3企 業のビジネス展開の支援
全固有数のものづ くり技術を有する製造業をヤ応に、販路関拓などの海外及関を効果的に進めるための

夫携朱を器 じて、泉アジアの成長を本県企業の成良につなげていく。

Gunrlla Prefectural Government

企画部 総合政策室

・人口減少
｀
、少子岳掛化社会のFll未 →  需 鈴的的に波り国内での経済活動が鋪小

・ヤ回をヤ′もとする泉アジア銘回は世界経済の身写1役へ →  身 近に旺基な消費意牧を持つ巨大市場が出現
・法 しい財政状汎と白治体間競争の放化 →  国 際夫流奪芸は大きな転換朝

☆内陸に位置する本県も、全庁的に統一した目標をもつて、各部局が連携を図りながら、積極的に海外に目を向けた

経済施策に戦略的に取り組む必要性が高まる。



Gunrna Prefectural Government

対象となる国・地域の特性
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・巨大な消費市場 (人口13億人)。経済成長も進む。(GDP成 長率
10,3%)。企業の展開意欲も高い。
<上 海市を中心とする沿岸部>
・従来成長の牽引役であり、日系企業が集積。世界中から、企業、人、
もの、情報などが集中。交通ネットワークも充実。他県事務所も多い

(22拝ヽ)。
<東 北部を中心とする渤海湾沿岸部>
・沿岸部を上回る経済成長 (14%)。三県知事会議で連携する新潟県
が交流に力。遼寧省とのネットワーク。
<内 陸部>
・沿岸部を上回る経済成長 (13%)だ が、第1次産業が主流。距離的に

も遠く、産業集積も少ない。
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・人口減少が続き、訪 日宿泊者も少ない。通関に時間がかかり、

インフラも未整備。       ギ !掛チヤ||‐t(竹ⅢナァⅢ

・訪 日宿泊者数第1位 (244万人)。
・本県では、台湾、中国に次ぎ第3位 (約8,600人)。
・個人旅行やリピータが増加。温泉、自然、四季にも強い興味。
→ 観逃誘窒⊇塁進に丞壺笙亜能性

・本県宿泊者第1位(約25,000人)。教育旅行で実績あり。
・親 日的風土や 日系企業集積があり、日本食への需要大。
→ 観光誘客の塁進』圏勤鯉囲鞄倒田盤抵△に大まな王能性

・距離的に遠く、訪日宿泊者も少ない。インフラも未整備。電

力などエネルギーの安定供給への不安。
,巨大な人口(12億人)、優秀な人材集積から、潜在的な市場

としての魅力あり。
||,( ,ヽ1,li;ヵtt(ttl だヽli Ⅲギfiや|■!|ヽ・ ||トル|】i

・フリーポート(日本からの農林水産物輸出額1,210億円)
。本県宿泊者数第5位(約5,300人)。リピータ多く、旅行が生活

に根付いた国民性。流行、情報の中国本土への波及効果。
→

劉 晶 麹 田 鉛 整 闘 崖 堕 蜘 出 塾 艶 亜 逃

シンガポール、タイ、ベトナムなどのASEAN諸 国

<シ ンガポール>
・フリーポート。上州牛で築いた販路あり。
<タイ>
・在留邦人多く、日本食への需要大。産業集積、ASEANへ の

輸出拠点としての特性から、企業の展開音欲高い。
<ベ トナム>
・安い人件費(賃金107ドル/月 )から、企業の展開意欲高い。
<そ の他のASEAN諸 国>
・総じて安い人件費を背景に、企業の展開意欲高い。
一 J整董産勤墜翌蛭盟勤翌重全崖翌進立込丞屋聞に類

麓埜



Gunrna Prefectural Governrllent

戦略の推進期間、数値目標、今後の予定

O戦 略の推進期間
口平成24年度を初年度として、平成27年度までの4年間の戦略とする。

O数 値目標
・各分野における取組の成果を示す指標(外国人宿泊者数など)については、
「数値目標」を定める。

・そのための具体的な取組は、今後予算編成過程を通じて、十分に検討するとともに、
主な取組については、推進期間中の「工程表」を作成する。

O今 後の予定
・平成23年12月 有 識者懇談会の開催
・平成24年1月～2月  関 係部局による具体的な取組、工程表、数値目標など
の検討を行い、年度末までに、戦略を策定



これまでの取組を踏まえた課題と解決の方向性

取組の現状 現状から浮かびあがる課題口有識者意見
課題解決の方向性 必要な施策

県における主な取組   1  事 業者における取組等 県における課題   1  事 業者等における課題

農畜産物等の
販路拡大

観光誘客の促進

〇「県農畜産物等輸出促進機構」によ |
るテスト輸出・海外販路促進活動や輸 |

10輸 出希望が少ない出環境調査
・H22実績
牛肉14トン(香港、シンガポールほか) |
野菜類13.7トン(香港)

〇積極的な取り組みも存在する
、地酒・L州牛

〇輸出促進セミナーの開催
・生産者等向けセミナーー(年1回)

●積極的に取り組んでいく必要がある

0「海外で食品見本市が数多く開催さ
れている。「安全・安心」を生かし、国
の補助事業を十分に活用して、どんど
ん輸出するべき」(有識者意見)

●国内市場は頭打ち
・関東地域の1世帯あたり年間食料費
875千円(H14)→817千円(H22)

●アンケート調査結果からの課題
(lrX題)
・海外での需要調査、販路開拓
・事務手続きが不明、煩雑
(行政への希望)
,情報提伊年、展示会出展支援、海外での積
極的なPR活 動、相談窓日の充実

・まずは、安全・安ib・おいしい・きれいという
本県の魅力ある農畜産物や食品などを、アジ
アの国々に知つてもらうことが必要。

・そのため、観光と連続しての売り込み強化
や情報の積極的な発信などに取り組むととも
に、関係団体と連携して、取組を大きくしてい
くことが重要。

①セールス・プロモーショ
ン活動の強化
②情報発信機能の強化
④事業者の販路開拓活
動の支援
⑤現地情報収集・提供機
能の強化
⑥県内環境整備(気運醸
成=ネットワーク化)
②支援機関との連携強
4ヒ・支援制度の十分な活
用
③庁内の人材育成や組
織体制の充実

〇他県と連携した外国メディア、旅行
関係者の招へい
。L信越、北関束二県、」R、五県

Oセ ールスプロモーション
・H23香 港、H22_L海 (中止)、
H21香 港、上海、韓国、シンガポール

〇外国人の受入体制整備
・教育旅行(台湾中心)、おモ)てなし・fr座

(年2回)、ガイドブック作成 等

|〇ホテル・旅館の外国人対応状況
・外国語接客 463%
・外国語案内表記 30,6%
・外国語パンフ 91%
・外国語HP 16.5%
・銀れいカード使用 15。7°/0

10本 県宿泊国上位 ()は全国順位

+8亭富楊樹
l③ 韓国(1位)
l④ 香港(5位)
⑤アメリカ(4位)

0「力の分散を防ぐためターゲットは
集約を図るべき」(有識者意見)

0現 地情報の収集を強化する必要が
ある

0本 県の魅力を強く発信する必要が
ある
。本県宿泊者総数 18位(656.6万人)
。うち、外国人宿泊者数 32位(73万人)

●外国人旅行者は増加しているが、積
極的な受入希望は約半数
日外国人受入に消極的 47.5%
・訪日旅行者数(全国)
835万人(H19)→ 861万人(H22)

0「中国人には(東京から)100キ回は遠い
と感じる距離ではない」(有識者意見)

・ターゲットをきちんと定め、継続して、プラン
ドを全面に押し出して、取組を充実させること
が必要。

・特に、本県の優位性、中でも、金目目指の
「温泉」を十分にアピールして取り組んでいく
ことが重要。

・また、本県情報の積極的な発信や気運の盛
り上げなどにも取り組んでいく必要。

①セールスロプロモーショ
ン活動の強化
②情報発信機能の強化
⑤現地情報収集・提供機
能の強化
⑥県内環境整備(気運醸
成)
⑥庁内の人材育成や組
織体制の充実

‖
企業のビジネス
展開支援

〇産業支援機構での貿易=投資相談 |

O海 外展示会出展等の支援    |
(国庫補助を活用)        |
・H23メ キシヨ市場調査(金型)   十

ン離ン撒P I薔 岳稲鏑)
中国深捌(H21)、パリ(H21～H23)  |

O海 外展開の相談会ロセミナー   |
・相談会は毎ブ]開催、セミナーは年3回程 |
度                |

●展示会出展など販路開拓支援を拡
充する必要がある

0「自治体が地元企業と一緒に見本
市へ出展するのはごく普通のこと」(有
識者意見)

0「現地では情報を足で稼ぐ体制が必
要」(有識者意見)

●企業向けの情報提供を強化する必
要がある

0企 業との連携を深める必要がある

●アンケート調査結果からの課題
(lrR題)
。現地スタッフ(人材)の確保
・販路開拓
・需要調査
(行政への希望)
・情報提供、展示会等出展支援、相談窓口
の充実、セミナー等の充実

・東アジアの経済成長の勢いを本県企業の
成長につなげていくには、販路開拓活動への
支援強化や、海外展開のために必要な情報
を十分に収集し、提供していく必要。

'また、本県情報の積極的な発信により、知
名度を上げ、企業が海外展開する障の環境
を向上させていくことや、ビジネスパートナー

づくりを支援していくことも必要。

②情報発信機能の強化

④事業者の販路開拓活
動の支援

⑤現地情報収集・提供機
能の強化

⑥県内環境整備
(ネットワーク化)

②支援機関との連携強
化口支援制度の十分な活
用

③庁内の人材育成や組
織体制の充実

4 国際交流など

Oこ れまでの主な交流
。中華全国婦女連合会、女子大と大連外
国語学院等、陳西省(研修医受入)

Oグ ローバル人材育成のための取組
'明石塾、国際lW解講座、英語指導助手
(県内H9人 )
・H22新規 ぐんまグローバル塾

|○主な市町村交流
・伊勢崎市(安徴省馬鞍山市)
・館林市(江蘇省昆山市)
・藤岡市(江蘇省江陰市)

|○県内に在学する留学生
・941%(427人/454人)が「行政に協力O海 外ぐんまサポーターズ |したいJ(H23総合政策室アンケート)口H23新規 上海県人会を委嘱

●交流そのものが目的化。広がりがな
く、これまでの人脈が生かされていな
い

●「グローバル人材」育成の取組を強
化する必要がある

0「県内で1,000人いるはずの中国人
留学生の活用が必要J(有識者意見)

0これまでの取組から、経済交流団体
や経済交流の実態が分からない

・交流事業については、常に、目的意識をしつ
かりと持つて、取り組んでいくことが必要。特
に、アジア地域との関係の深まりという時代
変化をしつかりと認識し、「経済」を意識して取
り組んでいく必要。

'「グローパル人材」の育成に取り組む必要。

③「経済」に目を向けた
「きっかけづくり」と人的資
源の十分な活用

⑥県内環境整備
(ネットワーク化・グ回―バ
ル人材の育成)
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